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ニュー・エルティーシービー・パートナーズ等による株式分配に関する発表中 
未定または予定とされていた事項の決定について 

 

 

当行の筆頭株主であるニュー・エルティーシービー・パートナーズ・シー・ヴィ（以下「ＮＬＰ」といいます。）および  

ジージーアール・ケイマン・エル・ピー（以下「ＧＧＲ」といい、ＮＬＰと総称して「分配者」といいます。）が、その保有する

当行普通株式をＮＬＰおよびＧＧＲに対して直接または間接的に投資している投資家（以下、かかる投資家を  

「本件投資家」といいます。）に分配する手続き（以下「本件分配」といいます。）を開始した旨、平成１６年１２月 

３０日に発表いたしましたが、その発表事項中、未定または予定とされていた事項の一部が決定または変更された

ため平成１７年１月２０日にその旨お知らせいたしました。今般、当該事項につき最終的に決定されましたので、下

記のとおりお知らせします。 

 

 

記 

 

（1）売出（分配）数 

831,313,350株。 

 

（2）売出人（分配者）の名称 

ニュー・エルティーシービー・パートナーズ・シー・ヴィ （分配株式数  822,438,052株） 

ジージーアール・ケイマン・エル・ピー （分配株式数  8,875,298株） 

 

（3）売出（分配）方法 

  下記(5)記載のとおり、分配者は、多階層の中間的団体（本件投資家はかかる中間的団体を通じて分配者に

出資しております。）を通じ、本件投資家に対して当行普通株式の現物分配を行います。 

 

 

（4）受渡期日 

平成１７年２月１７日 

 

 

（5）その他の事項 

分配者は現在、合計して当行の発行済普通株式の約65％を保有しています。本件投資家から必要多数の同

意を得て、分配者は当行普通株式を現物分配の形で本件投資家に交付いたします。分配者の上には多階層の

中間的団体が存在することから、実際の分配は、分配者およびかかる中間的団体が最終の本件投資家に対して

実施する一連の分配によって行われます。分配により、本件投資家はそれぞれ分配者に対する直接または間接的

な出資額に応じて当行普通株式を受領いたします。本件投資家に分配される株式のうち後述の売出しの対象と

ならない株式は、当行普通株式に関して秩序ある相場が阻害されないよう、本件分配の完了後、売却またはこれ
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に類する一定の行為を行わないことが合意されております（後述のとおり、受渡期日から180日後まで。）。 

現物分配が行われた場合、本件投資家は、当行に対する間接的な投資持分（現在これはパートナーシップ持

分の形式で保有されています。）に相当する当行普通株式を受領し、分配者に対する当該直接的または間接的

な投資持分は、対応する額だけ減少します。これらの現物分配に対し本件投資家から金銭の支払は行われませ

ん。 

本件分配により当行普通株式の現物分配を受ける本件投資家はすべて海外投資家です。 

本件分配により当行普通株式を受領した本件投資家のうち、売出しを希望する投資家により、本件分配の受

渡期日と同日を受渡期日とする日本国内および海外市場における売出しが行われます。前述のとおり、本件分配

にかかる当行普通株式であって当該売出しの対象とならないものについては、当該売出しにかかる受渡期日の180

日後までの期間内において、当行普通株式等の売却またはこれに類する一定の行為を行わない旨の合意がなさ

れております。 

 

以  上 
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